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　ご説明事項

★　基礎地盤安定性評価について

　　（原子炉建屋・タービン建屋・非常用取水路）

★　敷地近傍の耐震設計上考慮する活断層の変位に伴う基

礎地盤の影響評価について

★　津波に対する安全性評価について
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★　基礎地盤安定性評価について

（原子炉建屋・タービン建屋・非常用取水路）
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　目　次

１．原子炉建屋基礎地盤の安定性評価

２．タービン建屋基礎地盤の安定性評価

３．非常用取水路の支持性能について
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１．原子炉建屋基礎地盤の安定性評価

２．タービン建屋基礎地盤の安定性評価

３．非常用取水路の支持性能について
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1.1 評価方針

安全上重要な機器・配管系を内包する建物・構築物を支持

する原子炉建屋基礎地盤について，基準地震動Ｓｓによる

地震力に対して十分な支持性能をもつことの評価を行う。

安全上重要な機器・配管系を内包する建物・構築物を支持

する原子炉建屋基礎地盤について，基準地震動Ｓｓによる

地震力に対して十分な支持性能をもつことの評価を行う。

地震時の支持性能については下記項目により評価

（１）想定すべり線におけるすべり安全率

（２）原子炉建屋基礎底面の傾斜

（３）原子炉建屋基礎地盤の支持力

地震時の支持性能については下記項目により評価

（１）想定すべり線におけるすべり安全率

（２）原子炉建屋基礎底面の傾斜

（３）原子炉建屋基礎地盤の支持力
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敷地平面図

1.2 地質概要

６号機タービン建屋

６号機原子炉建屋
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1.2 地質概要

敷地の地質概要

■敷地の地質は，下位から椎谷層，西山層，
　灰爪層と，それらを不整合で覆う安田層，
　番神砂層，新期砂層からなる。

■敷地の北部には背斜軸が，南東部には向　
　斜軸が存在する。これら褶曲軸は全体と　
　して南西方向にプランジしている。

６号機原子炉建屋
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６号機付近地質水平断面図(標高－１３ｍ)

■６号炉設置位置の地質
は，塊状泥岩からなる西
山層が標高－１３0ｍま
で分布しており，下位に
は標高－３１０ｍまで砂
岩・泥岩互層を主体とす
る椎谷層が分布している。
■小断層としては高角度
のV系断層，低角度のF
系断層などが認められる。
　

1.2 地質概要

６号機周辺の地質概要
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1.2 地質概要

地質鉛直断面図(A－A’)

■６号機近傍の背斜軸は南西方向にプランジしており，本断面では
　　椎谷層，西山層ともに南側に緩傾斜する。

南側 北側

　＃７R/B
＃C/B

＃６R/B ＃５R/B　　
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1.2 地質概要

地質鉛直断面図(C－C’)

■６号機は緩やかな背斜軸の西翼に位置する。本断面では椎谷層，西山層と
　もに海側に緩傾斜する。

海側 山側＃6T/B ＃6R/B
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【地震応答解析手法】

･二次元動的有限要素法解析

･水平地震動と鉛直地震動の同
時入力

･等価線形化法による周波数応
答解析手法

1.3 評価方法

解析手法・評価フロー

【安全性評価フロー】

支持性能の評価

基礎底面の傾斜すべり安全率支持力

＜常時荷重＞ ＜地震時荷重＞

基準地震動　Ss
（解析モデル入力地震動）

自重解析（静的解析）

常時応力

地震時の応力

地震応答解析（動的解析）

地震時応力増分
基礎底面両端の
鉛直方向の変位
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解析モデル

1.3 評価方法

【地盤モデル】　
解析モデルは地質断面図をもとに作成。F系断層，V系断層，L系断層を考慮
【建屋モデル】
原子炉建屋，タービン建屋，コントロール建屋の質点系モデルを基に作成
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解析モデル

1.3 評価方法

７号機
T/B

６号機
T/B

５号機
T/B

タービン建屋汀線平行断面

標高(ｍ)

13



目的外使用禁止　東京電力株式会社

鉛
直
ロ
ー
ラ
境
界

固定境界

タービン
建屋

原子炉
建屋

エネルギー伝達境界

自
由
地
盤

半無限地盤

タービン
建屋

原子炉
建屋

粘性境界

【静的解析時】

【動的解析時】

境界条件

1.3 評価方法

自
由
地
盤

鉛
直
ロ
ー
ラ
境
界

エネルギー伝達境界
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地下水位条件

1.3 評価方法
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原子炉建屋汀線平行断面

原子炉建屋・タービン建屋汀線直交断面
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地下水位条件

1.3 評価方法

16

タービン建屋汀線平行断面



目的外使用禁止　東京電力株式会社

1.3 評価方法
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地震後の大湊側調査ボーリング物性値は６・７号増設時既往解析用物性値
と概ね整合することから，解析には既往物性値を用いることを基本とする。

＊椎谷層の
　引張強度
　は解析で
　は考慮し　
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解析用物性値設定

1.3 評価方法

σt

Ｃu

圧裂試験結果－圧裂試験結果

三軸圧縮試験結果残留強度

三軸圧縮試験結果

ピーク強度

強度特性

動的単純せん断試験結果減衰定数

弾性波速度測定試験結果
ＰＳ検層によるＰ波速度，
Ｓ波速度により算定

動ポアソン比

動的単純せん断試験結果
動せん断弾性係数

のひずみ依存性

弾性波速度測定試験結果
ＰＳ検層によるＳ波速度

および密度より算定

初期動せん断

弾性係数

動的

変形特性

三軸圧縮試験結果静ポアソン比

三軸圧縮試験結果静弾性係数
静的

変形特性

密度試験結果密度
物理

特性

マンメイドロック
断層部

(F系断層，V系断層，L系断層)
西山層，椎谷層
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1.3 評価方法

解析用物性値（西山層，椎谷層）

σt

Ｃu 0.721－0.00773･Ｚ1.37－0.00504･Ｚ三軸圧縮試験結果

0.799－0.00607･Ｚ0.673－0.00201･Ｚ三軸圧縮試験結果
残留強度Cur
(N/mm2)

０0.335－0.00157･Ｚ圧裂試験結果

ピーク強度

(N/mm2)
強度特性

γ/(0.065γ＋0.004)+0.725.0γ0.94＋0.7動的単純せん断試験結果減衰定数

0.47＋0.00031･Ｚ0.45＋0.00015･Ｚ
ＰＳ検層によるＰ波速度
，Ｓ波速度により算定

動ポアソン比νd

1/(1＋5.76γ0.69)1/(1＋4.10γ1.37)動的単純せん断試験結果
動せん断弾性係数

のひずみ依存性

－133－7.35･Ｚ394－1.63･Ｚ
ＰＳ検層によるＳ波速度
および密度より算定

初期動せん断弾性係数

G0(N/mm
2)

動的

変形特性

0.460.48＋0.00024･Ｚ三軸圧縮試験結果静ポアソン比ν

251－3.88･Ｚ502－2.29･Ｚ三軸圧縮試験結果
静弾性係数

E 0(N/mm
2)静的

変形特性

1.94－0.00044･Ｚ1.69－0.00048･Ｚ密度試験結果
単位体積重量

(g/cm3)

物理

特性

椎谷層西山層設定に用いた試験結果等

注：Ｚは標高(ｍ)を示す。
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1.3 評価方法

解析用物性値（Ｆ系断層）

0.278＋0.181･Ｐ0.219＋0.251･Ｐ
三軸圧縮試験結果

残留強度Cur
(N/mm2)

0.279＋0.242･Ｐ0.286＋0.191･Ｐ
三軸圧縮試験結果

ピーク強度Cu
(N/mm2)

強度特性

35.0γ0.4241.0γ0.62
動的単純せん断試験結果減衰定数

0.420.47
弾性波速度測定結果動ポアソン比νd

1/(1＋9.79γ1.03)1/(1＋7.45γ1.14)
動的単純せん断試験結果

動せん断弾性係数

のひずみ依存性

340337
弾性波速度測定結果

初期動せん断弾性係数

G0(N/mm
2)

動的

変形特性

0.460.46三軸圧縮試験結果静ポアソン比ν

低圧部：48.8＋923･Ｐ

高圧部：224＋131･Ｐ

62.4＋80.5･Ｐ
三軸圧縮試験結果

静弾性係数

E 0(N/mm
2)静的

変形特性

1.731.92
密度試験結果

単位体積重量

(g/cm3)

物理

特性

破砕部粘土部設定に用いた試験結果等

注：Ｐは地下水位を考慮した圧密圧力(Ｎ/mm2)を示す。 ＊試掘坑等での観察結果の粘土部，破砕部の積層構造を考慮し，等価物性を設定

1.75＊

340＊

0.43＊

1/(1＋9.69γ1.04) ＊

36.0γ0.44 ＊

粘土部と破砕部の強度の低い方を使用

粘土部と破砕部の強度の低い方を使用
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解析用物性値（マンメイドロック）

1.3 評価方法

σt

Ｃu 1.84（1.38）1.84（1.38）三軸圧縮試験結果

1.38（1.04）1.38（1.04）三軸圧縮試験結果
残留強度Cur
(N/mm2)

0.666（0.330）0.666（0.330）圧裂試験結果

ピーク強度

(N/mm2)
強度特性

19.0γ0.6019.0γ0.60動的単純せん断試験結果減衰定数

0.360.36弾性波速度測定結果動ポアソン比νd

1/(1+4.30γ1.00)1/(1+4.30γ1.00)動的単純せん断試験結果
動せん断弾性係数

のひずみ依存性

19902110弾性波速度測定結果
初期動せん断弾性係数

G0(N/mm
2)

動的

変形特性

0.450.44三軸圧縮試験結果静ポアソン比ν

10201160三軸圧縮試験結果
静弾性係数

E 0(N/mm
2)静的

変形特性

1.751.75密度試験結果
単位体積重量

(g/cm3)

物理

特性

コントロール建屋下原子炉建屋下設定に用いた試験結果等

注：強度の括弧内の数字は打継部の強度。
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入力地震動は基準地震動Ｓｓ
を用いる。

解析モデルの下端位置は解放

基盤表面(T.M.S.L.－155m)
と同一であるため，解析モデ
ルの下端へ直接基準地震動Ss

を入力する。

【基準地震動Ss】

1.3 評価方法

入力地震動
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水平(EW) 664

鉛直 346

826

鉛直 332

Ss-5

断層モデルを
用いた手法に
よる地震動評
価

水平(NS) 426

鉛直 400

Ss-4

断層モデルを
用いた手法に
よる地震動評
価

水平(NS) 428

水平(EW)

1209

鉛直 466

長
岡
平
野
西
縁
断
層
帯

Ss-3
応答スペクト
ルに基づく地
震動評価

水平 600

鉛直 650

Ss-2

断層モデルを
用いた手法に
よる地震動評
価

水平(NS) 848

水平(EW)

Ｆ
―
Ｂ
断
層

Ss-1
応答スペクト
ルに基づく地
震動評価

水平 1050

地震動 内　容 方向
最大加速度
(gal)

22



目的外使用禁止　東京電力株式会社

Ss-2
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Ss-5
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1.3 評価方法

24



目的外使用禁止　東京電力株式会社

想定したすべり線上の応力状態をもとに，すべり線上のせん断抵抗力の
和をすべり線上のせん断力の和で除して求める。

(想定すべり線)
原子炉建屋基礎底面沿い，Ｆ系断層沿い，Ｖ系断層沿いとする｡

基礎底面両端それぞれの鉛直方向の変位の差を基礎底面幅で除す。

1.3 評価方法

評価内容

（１）すべり安全率

（２）原子炉建屋基礎底面の傾斜

原子炉建屋基礎底面 F系断層沿い F系断層・Ｖ系断層沿い

25



目的外使用禁止　東京電力株式会社

1.3 評価方法

動的ＦＥＭ解析結果

着目時刻の応答値の
抽出

連続したすべり面の
形成の有無の確認

①建物・構築物の基礎底面の地盤に作用
　する鉛直方向の合力が最大となる時刻

②建物・構築物の基礎底面端部に接する
　地盤要素の鉛直応力が最大となる時刻

■要素ごとの安全係数分布
　→安全係数が１を下回る要素が連続す
　　るか？
■モビライスド面
　→安全係数が１を下回る要素に連続性
　　がある場合、それらに沿って、連続
　　するすべり線を想定することができ
　　るか？

（３）原子炉建屋基礎地盤の支持力
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目的外使用禁止　東京電力株式会社

4.94.52.14.32.3

3.73.31.62.91.8

3.63.71.72.62.0

7.57.53.95.23.5

7.17.44.14.７2.8

Ｓｓ－５Ｓｓ－４Ｓｓ－３Ｓｓ－２Ｓｓ－１すべり線形状のパターン

建屋底面のすべり

建屋底面のすべり

F３断層＋V系断層のすべり

F２断層のすべり

F２断層＋V系断層のすべり

※Ｓｓ－３に対する評価においてすべり安全率が最小

◎評価基準値1.5を上回っている｡

1.4 評価結果

すべり安全率（汀線平行方向）

：７号機バックチェックで既報告
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1.4　評価結果

すべり安全率の時刻歴（汀線平行断面）

入力地震動Ss-3

水平動

鉛直動
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Fs

最小すべり安全率1.6
(T=37.36秒)
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目的外使用禁止　東京電力株式会社

　(反転ケース)　(反転ケース)

2.22.12.52.3

1.61.61.91.8

1.61.72.02.0

3.63.94.13.5

3.84.13.12.8

Ｓｓ－３Ｓｓ－１すべり線形状のパターン

◎評価基準値1.5を上回っている｡

すべり安全率（汀線平行方向：鉛直地震動反転ケース）

1.4 評価結果

建屋底面のすべり

建屋底面のすべり

F３断層＋V系断層のすべり

F２断層のすべり

F２断層＋V系断層のすべり

：７号機バックチェックで既報告
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目的外使用禁止　東京電力株式会社

1.4 評価結果

（参考）すべり線の設定方法の例（汀線平行方向）

Ｆ２断層を通るすべり線

①　断層からの立ち上げる位置は原子
　　炉建屋端部と一致させ，立上角度
　　を５度刻みで検討

②　①で得られた最小すべり安全率
　　を示した立上角度で，すべり線
　　を水平方向に移動。移動量は建
　　屋幅（B）の１／４ピッチ

③　②で得られた最小すべり安全率を
　　示した立上位置を固定。さらにす
　　べり面を５度刻みで検討

④　モビライズド面の方向と概ね一致
　　することを確認
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目的外使用禁止　東京電力株式会社

６号機汀線平行断面要素ごとの安全係数[Ss-3，最小すべり安全率発生時刻37.36秒]

1.4 評価結果

要素ごとの安全係数（汀線平行方向）

31

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs



目的外使用禁止　東京電力株式会社

参考

要素ごとの安全係数（中越沖地震６号機推定地震動）

すべり安全率2.9
　＊Ｓｓ－３における最小すべり安全率を示すすべり線　

６号機汀線平行断面要素ごとの安全係数[中越沖地震６号機推定地震動，時刻3.49秒]

＃７
R/B C/B

＃６
R/B

＃５
R/B

＃７
R/B C/B

＃６
R/B

＃５
R/B

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs
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1/4,1001/4,2001/2,3001/2,5001/2,000

原子炉建屋基礎底面

の傾斜の最大値

max( ｜δAY－δBY｜/L)

1.4 cm1.3 cm2.4 cm2.2 cm2.8 cm

原子炉建屋基礎底面両端の

鉛直方向の相対変位の最大値

max( ｜δAY－δBY｜)

Ｓｓ－５Ｓｓ－４Ｓｓ－３Ｓｓ－２Ｓｓ－１

※安全上重要な機器･配管系の安全機
能に支障を与えるものではない｡

※Ｓｓ－１に対する評価において基礎底面の傾斜が最大

1.4 評価結果

原子炉建屋基礎底面の傾斜（汀線平行方向）

原子炉建屋

Ａ Ｂ
δAY δBY

基礎底面幅 Ｌ

地震時

常時

＊ 1/1,000までの建屋傾斜は機器に対して影響ないことを確認済

　(運営管理・設備健全性評価ＷＧ設備健全性評価SWG（第６回）
　において報告)

33



目的外使用禁止　東京電力株式会社

-3

-2

-1

0

1

要素ごとの安全係数分布

1.4 評価結果

Ss-1，要素鉛直応力最大時

　　　　　　 （Ｔ=6.76秒）

地震時（常時＋地震時増分）

最大値：1.64Ｎ/mm2

（Ｎ/mm2）

要素鉛直応力分布

6号機
原子炉建屋

原子炉建屋基礎地盤の支持力（汀線平行方向）

コントロール
建屋 複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

6号機
原子炉建屋

コントロール
建屋

6号機
原子炉建屋

コントロール
建屋

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:

モビライズド面

安全係数が１を下回る要
素が連続せず，連続する
すべり線を想定できない

破壊表示は当該時刻で判定

6号機
原子炉建屋

コントロール
建屋
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-3

-2

-1

0

1

1.4 評価結果

Ss-1，鉛直方向の合力最大時

　　　　　　　　 （Ｔ=15.98秒）

地震時（常時＋地震時増分）

鉛直方向の合力： 53,600kN 
要素ごとの安全係数分布

安全係数が１を下回る要
素が連続せず，連続する
すべり線を想定できない モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:

モビライズド面

破壊表示は当該時刻で判定

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

要素鉛直応力分布

（Ｎ/mm2）

原子炉建屋基礎地盤の支持力（汀線平行方向）

6号機
原子炉建屋

コントロール
建屋

6号機
原子炉建屋

コントロール
建屋
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目的外使用禁止　東京電力株式会社

※Ｓｓ－1に対する評価においてすべり安全率が最小

3.34.22.83.62.9

4.04.82.63.93.5

3.13.62.82.52.4

5.45.84.53.22.9

Ｓｓ－５Ｓｓ－４Ｓｓ－３Ｓｓ－２Ｓｓ－１すべり線形状のパターン

建屋底面のすべり

Ｆ3断層のすべり

Ｆ2断層のすべり

Ｆ2断層＋Ｖ系断層のすべり

◎評価基準値1.5を上回っている｡

1.4 評価結果

すべり安全率（汀線直交方向）
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　(反転ケース)　(反転ケース)

2.72.83.42.9

2.42.63.93.5

2.52.82.62.4

3.84.54.12.9

Ｓｓ－３Ｓｓ－１すべり線形状のパターン

◎評価基準値1.5を上回っている｡

1.4 評価結果

すべり安全率（汀線直交方向：鉛直地震動反転ケース）

建屋底面のすべり

Ｆ3断層のすべり

Ｆ2断層のすべり

Ｆ2断層＋Ｖ系断層のすべり
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1.4 評価結果

要素ごとの安全係数（汀線直交方向）

６号機汀線直交断面要素ごとの安全係数[Ss-1，最小すべり安全率発生時刻5.67秒]

（破壊表示は過去の履歴を考慮）

＃６
R/B

＃６
T/B

＃６
R/B

＃６
T/B

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs
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※Ｓｓ－１に対する評価において基礎底面の傾斜が最大

1/5,1001/5,0001/4,9001/4,3001/3,900

原子炉建屋基礎底面

の傾斜の最大値

max( ｜δAY－δBY｜/L)

1.1cm1.2cm1.2cm1.4cm1.5cm

原子炉建屋基礎底面両端の

鉛直方向の相対変位の最大値

max( ｜δAY－δBY｜)

Ｓｓ－５Ｓｓ－４Ｓｓ－３Ｓｓ－２Ｓｓ－１

1.4 評価結果

原子炉建屋基礎底面の傾斜（汀線直交方向）

原子炉建屋

Ａ Ｂ
δAY δBY

基礎底面幅 Ｌ

地震時

常時

※安全上重要な機器･配管系の安全機
能に支障を与えるものではない｡

＊ 1/1000までの建屋傾斜は機器に対して影響ないことを確認済

　(運営管理・設備健全性評価ＷＧ設備健全性評価SWG（第６回）
　において報告)
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-3

-2

-1

0

1

1.4 評価結果

Ss-1，要素鉛直応力最大時

　　　　　　　（Ｔ=6.16秒）

地震時（常時＋地震時増分）

最大値：1.39Ｎ/mm2 要素ごとの安全係数分布

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:

モビライズド面

安全係数が１を下回る要
素が連続せず，連続する
すべり線を想定できない

破壊表示は当該時刻で判定

原子炉建屋基礎地盤の支持力（汀線直交方向）

要素鉛直応力分布

（Ｎ/mm2）

6号機
原子炉建屋

6号機
タービン建屋
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複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

6号機
原子炉建屋

6号機
タービン建屋
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1.4 評価結果

Ss-3，要素鉛直応力最大時

　　　　　　（Ｔ=37.45秒）

地震時（常時＋地震時増分）

要素ごとの安全係数分布

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:

モビライズド面

安全係数が１を下回る要
素が連続せず，連続する
すべり線を想定できない

-3

-2

-1

0

1

最大値：1.30Ｎ/mm2

（Ｎ/mm2）

要素鉛直応力分布

原子炉建屋基礎地盤の支持力（汀線直交方向）

6号機
原子炉建屋

6号機
タービン建屋
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破壊表示は当該時刻で判定

6号機
原子炉建屋

6号機
タービン建屋 複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs
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（参考）地震時の原子炉建屋の支持力　

Ss-1

Ss-２

Ss-３

Ss-４

Ss-５最大接地圧（Ss-1：2010kN/m2)は，
支持力試験結果（5982kN/m2)を十
分下回っている。

59.6m

56.6m

59.6m

56.6m

59.6m

56.6m

59.6m

56.6m

59.6m

56.6m

42



目的外使用禁止　東京電力株式会社

原子炉建屋基礎地盤が基準地震動Ｓｓによる地震力に対し

て十分な支持性能をもつことを確認した。

【評価方針】地震時の支持性能について､下記により評価
(1) 想定すべり線におけるすべり安全率
(2) 原子炉建屋基礎底面の傾斜

　 (3) 原子炉建屋基礎地盤の支持力

【評価結果】
(1) 想定すべり線における安全率
評価基準値1.5を上回っている｡

(2) 原子炉建屋基礎底面の傾斜
安全上重要な機器･配管系の安全機能に支障を与えるものではない｡

(3) 原子炉建屋基礎地盤の支持力
安全係数が1を下回るような連続したすべり線は形成されない。

1.5 まとめ

43
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１．原子炉建屋基礎地盤の安定性評価

２．タービン建屋基礎地盤の安定性評価

３．非常用取水路の支持性能について
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2.1 評価方針

安全上重要な機器・配管系を内包する建物・構築物を支持

するタービン建屋基礎地盤について，基準地震動Ｓｓによ

る地震力に対して十分な支持性能をもつことの評価を行う。

安全上重要な機器・配管系を内包する建物・構築物を支持

するタービン建屋基礎地盤について，基準地震動Ｓｓによ

る地震力に対して十分な支持性能をもつことの評価を行う。

地震時の支持性能については下記項目により評価

（１）想定すべり線におけるすべり安全率

（２）タービン建屋基礎底面の傾斜

（３）タービン建屋基礎地盤の支持力

地震時の支持性能については下記項目により評価

（１）想定すべり線におけるすべり安全率

（２）タービン建屋基礎底面の傾斜

（３）タービン建屋基礎地盤の支持力
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3.63.61.73.42.1

3.23.61.53.01.7

5.25.02.63.62.0

9.39.84.86.32.3

Ｓｓ－５Ｓｓ－４Ｓｓ－３Ｓｓ－２Ｓｓ－１すべり線形状のパターン

※Ｓｓ－３に対する評価においてすべり安全率が最小

◎評価基準値1.5を上回っている｡

2.1 評価結果

すべり安全率（汀線平行方向）

建屋底面のすべり

Ｆ４断層のすべり

Ｆ３断層のすべり

Ｆ２断層のすべり

：７号機バックチェックで既報告
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　(反転ケース)　(反転ケース)

1.71.71.82.1

1.61.51.81.7

2.52.62.52.0

4.74.84.62.3

Ｓｓ－３Ｓｓ－１すべり線形状のパターン

◎評価基準値1.5を上回っている｡

すべり安全率（汀線平行方向：鉛直地震動反転ケース）

2.2 評価結果

建屋底面のすべり

Ｆ４断層のすべり

Ｆ３断層のすべり

Ｆ２断層のすべり

47



目的外使用禁止　東京電力株式会社

６号機汀線平行断面要素ごとの安全係数[Ss-3，最小すべり安全率発生時刻36.50秒]

2.2 評価結果

要素ごとの安全係数（汀線平行方向）

＃７
T/B

＃６
T/B

＃５
T/B

＃７
T/B

＃６
T/B

＃５
T/B

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs
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参考

要素ごとの安全係数（中越沖地震６号機推定地震動）
すべり安全率3.0
　＊Ｓｓ－３における最小すべり安全率を示すすべり線　

６号機タービン建屋汀線平行断面要素ごとの安全係数[中越沖地震６号機推定地震動，時刻3.39秒]

＃７
T/B

＃６
T/B

＃５
T/B

＃７
T/B

＃６
T/B

＃５
T/B

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

49

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs
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1/12,6001/13,2001/8,4001/8,1001/5,500

タービン建屋基礎底面

の傾斜の最大値

max( ｜δAY－δBY｜/L)

0.8 cm0.7 cm1.1 cm1.2cm1.7 cm

タービン建屋基礎底面両端の

鉛直方向の相対変位の最大値

max( ｜δAY－δBY｜)

Ｓｓ－５Ｓｓ－４Ｓｓ－３Ｓｓ－２Ｓｓ－１

※安全上重要な機器･配管系の安全機
能に支障を与えるものではない｡

※Ｓｓ－１に対する評価において基礎底面の傾斜が最大

2.2 評価結果

タービン建屋基礎底面の傾斜（汀線平行方向）

タービン炉建屋

Ａ Ｂ
δAY δBY

基礎底面幅 Ｌ

地震時

常時

＊ 1/1,000までの建屋傾斜は機器に対して影響ないことを確認済

　(運営管理・設備健全性評価ＷＧ設備健全性評価SWG（第６回）
　において報告)

タービン建屋
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-3

-2

-1

0

1

2.2 評価結果

Ss-1，要素鉛直応力最大時
　　　　　　　　（Ｔ=18.73秒）

地震時（常時＋地震時増分）

最大値：1.46Ｎ/mm2 要素ごとの安全係数分布

モビライズド面

6号機タービン建屋

6号機タービン建屋

破壊表示は当該時刻で判定

安全係数が１を下回る要
素が連続せず，連続する
すべり線を想定できない

タービン建屋基礎地盤の支持力（汀線平行方向）

要素鉛直応力分布

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:

（Ｎ/mm2）

51

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs
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モビライズド面

-3

-2

-1

0

1

2.2 評価結果

Ss-3，要素鉛直応力最大時

　　　　　　（Ｔ=16.81秒）

地震時（常時＋地震時増分）

最大値：1.01Ｎ/mm2 要素ごとの安全係数分布

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:

6号機タービン建屋

6号機タービン建屋

破壊表示は当該時刻で判定

安全係数が１を下回る要
素が連続せず，連続する
すべり線を想定できない

タービン建屋基礎地盤の支持力（汀線平行方向）

（Ｎ/mm2）

要素鉛直応力分布

52

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs



目的外使用禁止　東京電力株式会社

※Ｓｓ－1に対する評価においてすべり安全率が最小

3.34.22.83.62.9

4.04.82.63.93.5

3.13.62.82.52.4

3.03.32.22.62.0

5.05.94.24.03.4

Ｓｓ－５Ｓｓ－４Ｓｓ－３Ｓｓ－２Ｓｓ－１すべり線形状のパターン

建屋底面のすべり

Ｆ4断層のすべり

Ｆ3断層のすべり

Ｆ2断層のすべり

Ｆ2断層＋Ｖ系断層のすべり

◎評価基準値1.5を上回っている｡

2.2 評価結果

すべり安全率（汀線直交方向）
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　(反転ケース)　(反転ケース)

2.72.83.42.9

2.42.63.93.5

2.52.82.62.4

1.82.22.72.0

3.84.24.73.4

Ｓｓ－３Ｓｓ－１
すべり線形状のパターン

◎評価基準値1.5を上回っている｡

2.2 評価結果

すべり安全率（汀線直交方向：鉛直地震動反転ケース）

建屋底面のすべり

Ｆ4断層のすべり

Ｆ3断層のすべり

Ｆ2断層のすべり

Ｆ2断層＋Ｖ系断層のすべり
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2.2 評価結果

要素ごとの安全係数（汀線直交方向）

６号機汀線直交断面要素ごとの安全係数[Ss-1，最小すべり安全率発生時刻4.73秒]

＃6
R/B

＃6
T/B

＃6
R/B

＃6
T/B

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs
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※Ｓｓ－3に対する評価において基礎底面の傾斜が最大

1/8,6001/8,5001/7,3001/12,0001/7,600

タービン建屋基礎底面

の傾斜の最大値

max( ｜δAY－δBY｜/L)

0.9 cm1.0 cm1.1 cm0.7 cm1.1 cm

タービン建屋基礎底面両端の

鉛直方向の相対変位の最大値

max( ｜δAY－δBY｜)

Ｓｓ－５Ｓｓ－４Ｓｓ－３Ｓｓ－２Ｓｓ－１

2.2 評価結果

タービン建屋基礎底面の傾斜（汀線直交方向）

タービン炉建屋

Ａ Ｂ
δAY δBY

基礎底面幅 Ｌ

地震時

常時

※安全上重要な機器･配管系の安全機
能に支障を与えるものではない｡

＊ 1/1000までの建屋傾斜は機器に対して影響ないことを確認済

　(運営管理・設備健全性評価ＷＧ設備健全性評価SWG（第６回）
　において報告)
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要素ごとの安全係数分布

-3

-2

-1

0

1

6号機
タービン建屋

6号機
原子炉建屋

2.2 評価結果

Ss-1，要素鉛直応力最大時

　　　　　　　 （Ｔ=6.54秒）

地震時（常時＋地震時増分）

最大値：1.40Ｎ/mm2

6号機
タービン建屋

6号機
原子炉建屋

タービン建屋基礎地盤の支持力（汀線直交方向）

（Ｎ/mm2）

要素鉛直応力分布

モビライズド面

安全係数が１を下回る要
素が連続せず，連続する
すべり線を想定できない モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:

破壊表示は当該時刻で判定

57

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs
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-3

-2

-1

0

1

Ss-3，要素鉛直応力最大時

　　　　　　　 （Ｔ=37.44秒）

地震時（常時＋地震時増分）

最大値：1.47Ｎ/mm2

6号機
タービン建屋

6号機
タービン建屋

6号機
原子炉建屋

6号機
原子炉建屋

2.2 評価結果

モビライズド面

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:

破壊表示は当該時刻で判定

要素ごとの安全係数分布

タービン建屋基礎地盤の支持力（汀線直交方向）

（Ｎ/mm2）

要素鉛直応力分布

安全係数が１を下回る要
素が連続せず，連続する
すべり線を想定できない

58

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

1.0＜Fs≦1.5

1.5＜Fs≦2.0

2.0＜Fs



目的外使用禁止　東京電力株式会社

（参考）地震時のタービン建屋の支持力　

Ss-1

Ss-２

Ss-３

Ss-４

Ss-５最大接地圧（Ss-1：637kN/m2)は，
支持力試験結果（5982kN/m2)を十
分下回っている。
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タービン建屋基礎地盤が基準地震動Ｓｓによる地震力に対

して十分な支持性能をもつことを確認した。

【評価方針】地震時の支持性能について､下記により評価
(1) 想定すべり線におけるすべり安全率
(2) タービン建屋基礎底面の傾斜
　(3) タービン建屋基礎地盤の支持力

【評価結果】
(1) 想定すべり線における安全率
評価基準値1.5を上回っている｡

(2) タービン建屋基礎底面の傾斜
安全上重要な機器･配管系の安全機能に支障を与えるものではない｡

(3) タービン建屋基礎地盤の支持力
安全係数が1を下回るような連続したすべり線は形成されない。

2.3 まとめ
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１．原子炉建屋基礎地盤の安定性評価

２．タービン建屋基礎地盤の安定性評価

３．非常用取水路の支持性能について
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３.１ 非常用取水路の位置

６号機
非常用取水路
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３.２ 非常用取水路の概要

6号機
タービン建屋

P.N.

A

A

A

A

スクリーン室

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

取水路

補機冷却用海水
取水路（北側）

補機冷却用海水
取水路（南側）

補機冷却用海水取水路（南側）

補機冷却用海水取水路（北側）

Ｃ Ｃ

Ｄ Ｄ

取水路断面図
（B-B）
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３.３ 検討目的

　非常用取水路は、周囲の地盤と同程度の単位体積重量であ

ることから、設置地盤の支持性能が問題となる可能性は小さ

いが、念のため、地盤－構造物連成系の二次元動的ＦＥＭ解

析結果に基づき設置地盤の支持性能について検討する。

　６号機非常用取水路の場合

　・各断面の等価な単位体積重量：14.5～17.6kN/m3

　・埋戻土層の単位体積重量　　：18.6kN/m3
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３.４ 検討方法

地盤－構造物連成系
二次元動的ＦＥＭ解析

　第30回構造WG（H21.3.11）
　にて審議
　・鉄筋コンクリート構造物躯体の
　　耐震安全性評価
　・地震時相対変位に関する評価

　原子炉建屋、タービン建屋と同一の検討手法を用いて、支持力に
対する検討を実施

着目時刻の応答値の
抽出

連続したすべり面の
形成の有無の確認

①非常用取水路底版下の地盤に作用する
　鉛直方向の合力が最大となる時刻

②非常用取水路の底版に接する地盤要素
　の鉛直応力が最大となる時刻

■要素ごとの安全係数分布

■モビライズド面
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３.５ 解析断面

非常用取水路については地盤への影響が大きいＳｓ-１，３を検討　
対象とした。

スクリーン室

取　水　路
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３.６ 解析結果（スクリーン室，合力最大時）

スクリーン室，Ss-1，
合力最大時 地震時（常時＋地震時増分）

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

2.0≦Fs

1.5≦Fs＜2.0

1.0≦Fs＜1.5

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:

接地圧分布

（Ｔ=16.21秒）

安全係数が１を下回る要素がないことを確認

要素ごとの安全係数分布

モビライズド面
破壊表示は当該時刻で判定

合力：9210ｋＮ

埋戻土層
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３.６ 解析結果（スクリーン室，要素応力最大時）

要素ごとの安全係数分布

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

2.0≦Fs

1.5≦Fs＜2.0

1.0≦Fs＜1.5

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:

スクリーン室，Ss-1，
要素応力最大時

（Ｔ=19.13秒）

モビライズド面

最大値：0.36Ｎ/mm2

接地圧分布

地震時（常時＋地震時増分）

安全係数が１を下回る要素が連続せず，連続
するすべり線を想定できない

 

 

破壊表示は当該時刻で判定

埋戻土層
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３.６ 解析結果（取水路，合力最大時）

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

2.0≦Fs

1.5≦Fs＜2.0

1.0≦Fs＜1.5

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:

取水路，Ss-3，合力最大時

モビライズド面

接地圧分布

地震時（常時＋地震時増分）
（Ｔ=11.94秒）

安全係数が１を下回る要素がないことを確認

 
要素ごとの安全係数分布

破壊表示は当該時刻で判定

埋戻土層
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３.６ 解析結果（取水路，要素応力最大時）

 

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

2.0≦Fs

1.5≦Fs＜2.0

1.0≦Fs＜1.5

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:

取水路，Ss-3，要素応力最大時

モビライズド面

接地圧分布

地震時（常時＋地震時増分）
（Ｔ=39.56秒）

安全係数が１を下回る要素がないことを確認

要素ごとの安全係数分布
最大値：0.71Ｎ/mm2

破壊表示は当該時刻で判定

埋戻土層
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（参考）構造物から地盤に作用する鉛直力Vと極限支持力Quとの比較

構造物から地盤に作用する鉛直方向の合力Vは、設置地盤の極限支持力Ｑｕ
を下回る。

23600

32100

33700

34400

極限支持力Qu（ｋＮ） 　※2

2.6

2.7

4.3

3.7

Qu ／ V

8940

11900

7760

9210

鉛直力V（ｋＮ）　※1

補機冷却用海水取水路
（北側）

補機冷却用海水取水路
（南側）

取水路

スクリーン室

※２：極限支持力Ｑｕ
　　　（奥行き1ｍ当り）

　　　「道路橋示方書」に基づき算出

※１：構造物から地盤に作用する鉛直方向の合力V
　　　（奥行き1ｍ当り）

　　　V＝Σ(σi・ｂi)
　　　　σi：要素応力（鉛直成分）
　　　　ｂi：要素幅

各断面における極限支持力に関する検討結果
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参考資料
（第2２回，２６回合同ＷＧ資料　再掲・一部追記再構成）

　　　○奥行き方向の側面抵抗効果を考慮した検討　
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検討目的

原子力炉建屋基礎地盤の安定性評価は，平面ひずみ
を仮定してることから， F-2及びF-3断層を通る想
定すべり面について奥行き方向の側面抵抗効果を考
慮した解析的検討を行った。

実際は平面奥行き方向
の側面もすべり抵抗と
して作用する

基礎地盤安定性評価で
はすべり線に沿った抵
抗力しか考えない

す
べ
り
方
向

２次
元断
面
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（再掲・一部再構成）
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解析断面位置

 

1 

5 

X：Y：Z比 
1 

海側 

山側 

汀線平行方向

 1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

5RB 

7RB 

7TB 

67CB 

6TB 

6RB 

5TB 

基礎地盤安定評価
における解析断面位置

一定間隔で二次元断面を作成し，それぞれ解析(常時及び地震時増分)を実
施し，地震時応力を算定

平面図
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（再掲・一部再構成）
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検討条件

■検討用地震動
　２次元解析で安全率が比較的小さい結果となったSs－１，Ss－３を検
　討用地震動とした。

■解析用地盤物性値
　２次元解析に準じる

■すべり安全率の計算方法

)(

)(
)(

1

1

t

tR
tFs n

i
i

n

i
i

å

å

=

==
t

)(tFs
)(tRi

)(tit

全体の安全率

i断面における抵抗力

i断面における滑動力
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検討条件

側方のすべり面の
位置は奥行き方向
の幅をパラメータ

側方のすべり面の
傾きは立上角度を
パラメータとして
決定

■検討ケース

す
べ
り
方
向

２次
元断
面

（再掲・一部追記再構成）

合同W22-4-1　P.41

側面位置・側面立上角度

R/B

立上角度

F系断層

建屋幅B

0B 1B

建屋幅B

0B1B

R/B

立上角度

F系断層

建屋幅B

0B 1B

建屋幅B

0B1B

設定したすべり面の例

海側

山側

（側面位置２．５Ｂ，立上角度67.5度）

側方
のす
べり
面

側
方
の

すべ
り面

■F-2及びF-3断層を通るすべり面
■汀線平行方向，直交方向
■側面の位置：０B，１B，2B，2.5B
　　　　　　　（B：原子炉建屋幅）
■側面立上角度：22.5，45，67.5度
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Ss－１において最小すべり安全率が発生するケース（汀線平行方向） Ss－３において最小すべり安全率が発生するケース（汀線平行方向）

検討結果の例（F-2断層を通るすべり面）

側面位置２．５Ｂ，立上角度67.5度

山側

海側

すべり安全率３．４

側面位置２．５Ｂ，立上角度45度

海側

山側

すべり安全率３．３

鳥瞰図 鳥瞰図
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（再掲・一部再構成）

合同W22-4-1　P.42



目的外使用禁止　東京電力株式会社

Ss－１において最小すべり安全率が発生するケース（汀線平行方向） Ss－３において最小すべり安全率が発生するケース（汀線平行方向）

検討結果の例（F-３断層を通るすべり面）

側面位置０．５Ｂ，立上角度45度

山側

海側

すべり安全率２．９

側面位置１．５Ｂ，立上角度67.5度

海側

山側

すべり安全率３．０

鳥瞰図 鳥瞰図

78

（再掲・一部追記再構成）
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奥行き方向の側面抵抗効果を考慮した場合，すべり安全率は
３程度となる。

奥行き 
立上位置 

 
立上角度 

0.0B 
(建屋側面) 

1.0B 2.0B 2.5B 

33度 3.9 
3.4 

－ － － 

45度 3.8 
3.4 

3.7 
3.4 

－ 
3.4 
3.3 

67.5度 4.0 
3.4 

3.6 
3.4 

3.5 
3.5 

3.4 
3.6 

奥行き 
立上位置 

 
立上角度 

0.0B 
(建屋側面) 

1.0B 2.0B 2.5B 

22.5度 3.8 
3.8 

3.9 
3.7 

4.0 
3.6 

4.1 
3.6 

45度 3.6 
3.5 

3.7 
3.6 

3.9 
3.5 

3.9 
3.5 

67.5度 3.8 
3.6 

3.8 
3.6 

3.9 
3.6 

3.9 
3.5 

 

汀線平行方向加震すべり安全率一覧 汀線直交方向加震すべり安全率一覧

注)上段：Ss-1，下段：Ss-3　赤丸は検討ケースにおける最小すべり安全率

検討結果とまとめ（F-2断層を通るすべり面）
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（再掲・一部再構成）
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奥行き方向の側面抵抗効果を考慮した場合，すべり安全率は
３程度となる。

汀線平行方向加震すべり安全率一覧 汀線直交方向加震すべり安全率一覧

注)上段：Ss-1，下段：Ss-3　赤丸は検討ケースにおける最小すべり安全率

検討結果とまとめ（F-３断層を通るすべり面）

奥行き  
立上位置  

 
立上角度  

0.0B 
(建屋側面 ) 

0.5B 1.5B 

22.5 度  3.4 
3.8 

－  －  

30 度  
 －  

3.0 
3.2 

－  

45 度  3.3 
3.6 

2.9 
3.0 

3.1 
3.1 

67.5 度  3.4 
3.5 

3.0 
3.0 

3.0 
3.0 

奥行き  
立上位置  

 
立上角度  

0.0B 
(建屋側面 ) 

1.0B 2.0B 2.5B 

22.5 度  3.3 
3.6 

3.4 
3.7 

3.6 
3.7 

3.8 
3.5 

45 度  3.3 
3.4 

3.4 
3.4 

3.5 
3.5 

3.7 
3.5 

67.5 度  3.3 
3.4 

3.4 
3.4 

3.6 
3.5 

3.8 
3.5 
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★　敷地近傍の耐震設計上考慮する活断層の変位に

伴う基礎地盤の影響評価について
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① 各震源断層のモデルに応じたくいちがいの弾
性論に基づく建屋４隅の鉛直変動量を計算

現在の建屋の傾斜（実測値）

② 中越沖地震のデータに基づいた地盤変動のば
らつき（標準偏差σ：8.8mm）を考慮し，
各々の辺の最大傾斜を計算

地震に伴う地盤変動に対する建屋傾斜の計算方法

12

3 4
N

12

3 4
N

建屋

δ1δ2

δ3 δ4

12

3 4
N

12

3 4
N

δ1

δ3±σ δ4

δ2±σ δ1±σδ1±σ

δ4±σ

 最大傾斜＝（｜δ1－δ2｜＋２σ）/ L L

検討した断層モデル

 Ｆ－Ｂ断層（３６ｋｍ）

 長岡平野西縁断層帯（９１ｋｍ，傾斜角５０°）

 長岡平野西縁断層帯（９１ｋｍ，傾斜角３５°）

 新潟県中越沖地震国土地理院拡張モデル

Ｓｓ発生時の建屋の傾斜変化量を算定し，現在の傾斜
を加算して，Ｓｓ発生時の建屋の傾斜を評価

＜Ｓｓ発生時の建屋の傾斜変化量の算定＞
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解析ケース

83

Case3Case2-2Case2-1Case１

断層

モデル
のイメ
ージ

設定の

考え方

新潟県中越沖地震

国土地理院拡張

モデル

断層上端を地表付近に設定した

断層モデル

■断層上端を地表付近
に設定した断層モデ
ルを対象に，建屋傾
斜が最も大きくなる
ように，断層の幅（
下端）,長さを検討

■すべり量は, ケース
2-1　と同様

断層長さ及び幅の影響
を考慮した断層モデル

■新潟県中越沖地震を

　対象とした国土地理

　院モデルを拡張

■断層長さ，すべり量

　を36/27倍に設定

■断層を0.1～17km

　に設定

■強震動モデルのMo

　を保存

■すべり量を均一に

　設定

■基準地震動策定に用い

　た断層モデル（強震動

　モデル）と同一条件

強震動モデル

※基準地震動策定に用いた
　断層モデルを“強震動モデ
　ル”として参照

上端深さ0.1km

下端深さ
17.0km

上端深さ0.1km

下端深さ17km
より浅い

上端深さ6.0km

下端深さ
17.0km

上端深さ
2.0km 上端深さ

4.0km

下端深さ
13.2km

下端深さ
11.0km
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断層の諸元

84

7.41.8×1020
ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ:   6.49

背景領域: 2.17
20.017.56.0

3591

Case-1
長岡平野西
縁断層帯

（35°）

7.31.0×1020

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ:   4.87

背景領域: 1.52
15.017.56.0

5091
Case-1長岡平野

西縁断層帯

（50°）

6.71.7×1019

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ1: 2.49

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ2: 2.30

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ3: 1.95

背景領域:  0.38

20.017.５6.0

3536

Case1

F-B断層

の1.33倍

ーー

13.8

新潟県中越
沖地震国土

地理院拡張
モデル

ーー国土地理院モデル14.011.024036
南東

傾斜

ーー12.013.245013.3
北西

傾斜

20.011.5Case2-2

7.41.8×1020

2.2
29.517.0

0.1
Case2-1

1.622.117.00.1Case2-1

ーー24.0Case2-2

6.71.7×1019

0.51
29.517.0

0.1
Case2-1

ﾓｰﾒﾝﾄ

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄ
ﾞ

地震ﾓｰﾒﾝﾄ

（Ｎ･m）

すべり量

（m）

幅

（km）

下端

深さ

（km）

上端

深さ

（km）

傾斜角

（°）

長さ
（km）

断層の諸元

計算ケース
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建屋傾斜算定結果

85

６号機原子炉建屋・タービン建屋については，長岡平野西縁断層帯（35°）の強震動モデル

の建屋傾斜が最も大きく最大で１／１，５００程度。

F-B断層
長岡

(傾斜50度)
長岡

(傾斜35度)
F-B断層

長岡
(傾斜50度)

長岡
(傾斜35度)

F-B断層
長岡

(傾斜35度)

原子炉建屋 1/3600 1/3400 1/2500 1/3800 1/3700 1/3600 1/3800 1/3400 1/3200

タービン建屋 1/2900 1/2700 1/2100 1/3200 1/3000 1/2900 1/3200 1/2700 1/3100

原子炉建屋 1/2900 1/2700 1/2100 1/3300 1/3000 1/2900 1/3300 1/2700 1/2900

タービン建屋 1/2800 1/2600 1/2100 1/3100 1/2800 1/2800 1/3100 1/2600 1/2900

原子炉建屋 1/2900 1/2700 1/2100 1/3200 1/2900 1/2900 1/3200 1/2700 1/3000

タービン建屋 1/2600 1/2400 1/2000 1/2900 1/2700 1/2600 1/2900 1/2400 1/2700

原子炉建屋 1/3000 1/2900 1/2300 1/3300 1/3100 1/3100 1/3300 1/2800 1/3200

タービン建屋 1/2500 1/2400 1/2000 1/2800 1/2600 1/2600 1/2800 1/2400 1/2700

原子炉建屋 1/2600 1/2400 1/2000 1/2900 1/2600 1/2600 1/2900 1/2400 1/2600

タービン建屋 1/2000 1/1900 1/1600 1/2200 1/2000 1/2000 1/2200 1/1900 1/2000

原子炉建屋 1/1900 1/1800 1/1500 1/2000 1/1900 1/1900 1/2000 1/1800 1/1900

タービン建屋 1/3100 1/2900 1/2300 1/3500 1/3200 1/3100 1/3500 1/2800 1/3100

1/1400 1/1500 1/1500 1/1500 1/1500 1/1500 1/1500 1/1500 1/1400

原子炉建屋 1/2000 1/1900 1/1600 1/2100 1/2000 1/2000 1/2100 1/1900 1/2000

タービン建屋 1/2600 1/2400 1/2000 1/2900 1/2600 1/2600 1/2900 1/2400 1/2700

*) 「断層上端を地表付近に設定した断層モデル」を対象に，敷地内傾斜が最大となる断層長さ及び幅を変更した断層モデル

対象建屋

５号機

６号機

７号機

６，７号機コントロール建屋

１号機

２号機

３号機

４号機

基準地震動策定に用いた断層モデル
(Case1)

断層上端を地表付近に設定した
断層モデル
(Case2-1)

断層長さ及び幅の影響を
考慮した断層モデル*

(Case2-2)

新潟県中越
沖地震国土
地理院拡張
モデル
(Case3)

：各建屋における最大傾斜
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解析結果（Ｆ－Ｂ断層，36km）

86

凡例

赤：隆起，10cm間隔

青：沈降，10cm間隔

※50cm毎に緑線で表示

Case-1
断層深さ6～17km

Case2-2
断層深さ0.1～13.8km

Case2-1
断層深さ0.1～17km

解析モデル

Case2

Case1

：柏崎刈羽原子力発電所
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解析結果（長岡平野西縁断層帯，50°）

87

凡例

赤：隆起，10cm間隔

青：沈降，10cm間隔

※50cm毎に緑線で表示

Case2-1
断層深さ0.1～17km

Case１
断層深さ6～17km

解析モデル

Case2

Case１

：柏崎刈羽原子力発電所
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解析結果（長岡平野西縁断層帯，35° ）

88

凡例

赤：隆起，10cm間隔

青：沈降，10cm間隔

※50cm毎に緑線で表示

Case2-2
断層深さ0.1～11.5km

Case2－１
断層深さ0.1～17km

Case1
断層深さ6～17km

解析モデル

Case2

Case1

：柏崎刈羽原子力発電所
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解析結果（新潟県中越沖地震国土地理院拡張モデル）

Case３解析モデル

凡例

赤：隆起，2cm間隔

青：沈降，2cm間隔

※10cm毎に緑線で表示

：柏崎刈羽原子力発電所
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参考資料
（第23回合同ＷＧ資料　再掲・一部追記再構成）

　　　○新潟県中越沖地震で生じた地盤変動

　　　○評価方針と評価方法

　　　○建屋傾斜による影響
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敷地および敷地近傍では、地盤の隆起が観測されている

　　　　（国土地理院ＨＰより）

新潟県中越沖地震で生じた地盤変動

地球観測衛星「だいち」の合成開口レーダー（SAR）の干渉解析

柏崎刈羽
原子力発電所

91

（再掲・一部再構成）
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新潟県中越沖地震で生じた地盤変動

ＧＰＳ測量で捉えた上下変動（H16.12～H19.12)

国の電子基準点の動きと調和的
発電所敷地の北側の海岸付近は隆起し、南
側の柏崎平野部では沈降。

敷地周辺は隆起傾向

固定点を新潟巻
2004年12月～2007年12月の変動量

 2004年中越地震の余効変動
３カ年分の日常的な変動
 2007年中越沖地震に伴う地殻変動

を含む

隆起：赤矢印
沈降：青矢印

柏崎刈羽
原子力発電所
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新潟県中越沖地震で生じた地盤変動

4457
4458

4459大湊
4460荒浜

4462

(4461)

５～７号機
平均10cm

１～４号機
平均7ｃｍ

構内基準点
約3ｃｍ

-0.5

-0.4

-0.3

-0.2

-0.1

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

変
動
量
(m
)

地震前後の一等水準点成果の鉛直変動量

■中越沖地震に伴い生じた原子炉建屋の変動量は一等水準点から評価さ
　れる地震前後の地盤鉛直変動量と調和的

中越沖地震に伴い生じた原子炉建屋の変動量

観音岬

水準点位置図

荒浜

大湊

観音岬
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目的外使用禁止　東京電力株式会社

 電子基準点における変動，水準測量等により捉えられた広域の地盤変動を再現するために検討されたモデル

 敷地前面の海域は全体的に隆起

 敷地は0cm～6cm程度，敷地北側の観音岬付近では20cm以上隆起

国土地理院HP

■解析に用いた主要な滑り面の概念図

解析結果：国土地理院提供

■解析結果

10cm
20cm30cm

40cm
50cm

鉛直変動量：
隆起―赤 2cm/間隔
沈降－青 2cm/間隔

国土地理院モデルによる新潟県中越沖地震の解析結果

新潟県中越沖地震で生じた地盤変動

柏崎刈羽
原子力発電所
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目的外使用禁止　東京電力株式会社

原子炉建屋 約　1/ 25,000 約　1/ 51,000 約　1/ 29,000 約　1/ 16,000
ﾀｰﾋﾞﾝ建屋 約　1/ 53,000 約　1/ 36,000 約　1/ 34,000 約　1/ 10,000
原子炉建屋 約　1/ 14,000 約　1/ 12,000 約　1/ 27,000 約　1/ 12,000
ﾀｰﾋﾞﾝ建屋 約　1/ 10,000
原子炉建屋 約　1/ 16,000 約　1/ 18,000 約　1/ 22,000 約　1/ 16,100
ﾀｰﾋﾞﾝ建屋 約　1/ 14,000 約　1/ 11,000 約　1/ 19,000 約　1/ 19,000
原子炉建屋 約　1/ 22,000 約　1/ 19,000 約　1/ 15,000 約　1/ 13,000
ﾀｰﾋﾞﾝ建屋 約　1/ 6,700 約　1/ 7,600 約　1/ 33,000 約　1/ 6,500
原子炉建屋 約　1/ 10,000 約　1/ 10,000 約　1/ 32,000 約　1/ 8,000
ﾀｰﾋﾞﾝ建屋 約　1/ 7,800 約　1/ 7,000 約　1/ 16,000 約　1/ 5,500
原子炉建屋 約　1/ 5,500 約　1/ 5,500 約　1/ 57,000 約　1/ 5,400
ﾀｰﾋﾞﾝ建屋 約　1/ 15,000 約　1/ 12,000 約　1/ 19,000 約　1/ 15,000
ｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋 約　1/ 4,200 約　1/ 4,400 約　1/ 12,000 約　1/ 4,000
廃棄物処理建屋 約　1/ 9,000 約　1/ 14,000 約　1/ 18,000 約　1/ 7,200
原子炉建屋 約　1/ 5,000 約　1/ 4,800 約　1/ 63,000 約　1/ 6,300
ﾀｰﾋﾞﾝ建屋 約　1/ 10,000 約　1/ 9,500 約　1/ 42,000 約　1/ 8,200

※ ※ ※

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

③地震後１回目から
④地震後２回目の
傾斜変化最大値

①当初測定時から
④地震後２回目の
傾斜変化最大値

傾　　斜 傾　　斜

３号機

７号機

４号機

５号機

６号機

１号機

２号機

傾　　斜

②地震前から
④地震後２回目の
傾斜変化最大値

傾　　斜

②地震前から
③地震後１回目の
傾斜変化最大値

号　機 建屋名

建屋傾斜変化

①当初測定時
②地震前
(2006.5)

③地震後１回目
(2008.2)

④地震後２回目
(2008.8)

中越沖地震
(2007.7)
▼

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

※：地震後２回目の計測時に、変圧器周辺

の作業により未測定の箇所があるため。

：各項における最大値

新潟県中越沖地震で生じた地盤変動
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目的外使用禁止　東京電力株式会社

・建屋レベル変動図は、地震前水準測量（平成18年5月に実施）に対する　　　　　　　
　地震後水準測量（平成20年2月に実施）の差分

・単位：mm

・　　　　は各建屋の傾斜（下がる方向）を示す

（１－４号機配置図）

58.9

59.464.0

65.2

62.2

62.9

66.3

66.1

65.0

66.0

64.0 69.6

68.063.6

72.0

76.6

81.6

86.4

82.9 88.6
83.6

89.2

87.3
82.5

81.7

71.0

70.3

63.8

81.7

70.2
72.8

74.5

中越沖地震に伴い生じた原子炉建屋の変動量・傾斜（荒浜側）

新潟県中越沖地震で生じた地盤変動
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目的外使用禁止　東京電力株式会社

・単位：mm

・　　　　　は各建屋の傾斜（下がる方向）を示す

（５－７号機配置図）

・建屋レベル変動図は、地震前水準測量（平成18年5月に実施）に対する　　　　　　　
　地震後水準測量（平成20年2月に実施）の差分

111.5

102.4

118.0

101.7

104.9

101.0106.5

107.7111.7

89.5
86.0

94.2

97.4

108.7102.5

105.3 110.5

106.0 111.9

102.4

84.477.3
95.5

104.5

97.5

106.5

101.5
99.5

93.4 96.6

102.9
99.2

中越沖地震に伴い生じた原子炉建屋の変動量・傾斜（大湊側）

新潟県中越沖地震で生じた地盤変動
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目的外使用禁止　東京電力株式会社

評価方針と評価方法

■耐震設計上考慮する活断層について，くいちがいの弾

　性論に基づいて地盤の変形を算定することを原則とす

　る。

■その際，新潟県中越沖地震で原子炉建屋等重要施設の

　水準変動が測量されていることから，ここで得られた

　結果をくいちがいの弾性論に基づく解析結果に反映す

　ることとする。

■最終的に原子炉建屋の傾斜量を評価し，設備の健全性

　との関係を検討する。

■耐震設計上考慮する活断層について，くいちがいの弾

　性論に基づいて地盤の変形を算定することを原則とす

　る。

■その際，新潟県中越沖地震で原子炉建屋等重要施設の

　水準変動が測量されていることから，ここで得られた

　結果をくいちがいの弾性論に基づく解析結果に反映す

　ることとする。

■最終的に原子炉建屋の傾斜量を評価し，設備の健全性

　との関係を検討する。

評価方針
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目的外使用禁止　東京電力株式会社

 新潟県中越沖地震において生じた地盤変動は，国土地理院モデルに示され

るとおり，広域的にみるとくいちがいの弾性論による解析で表現される。

 地震に伴う地盤変動により生じた原子炉建屋等重要施設の傾斜方向は一様

ではなく，くいちがいの弾性論による解析結果と比較することで，局所的

に生じる地盤変動（地殻変動のばらつき）を評価する。

 今後，地震によって生じる建屋の傾斜を評価するためには，くいちがいの

弾性論による解析値の他に，局所的に生じる地盤変動も考慮する。

 新潟県中越沖地震において生じた地盤変動は，国土地理院モデルに示され

るとおり，広域的にみるとくいちがいの弾性論による解析で表現される。

 地震に伴う地盤変動により生じた原子炉建屋等重要施設の傾斜方向は一様

ではなく，くいちがいの弾性論による解析結果と比較することで，局所的

に生じる地盤変動（地殻変動のばらつき）を評価する。

 今後，地震によって生じる建屋の傾斜を評価するためには，くいちがいの

弾性論による解析値の他に，局所的に生じる地盤変動も考慮する。

中越沖地震で生じた地盤変動とくいちがいの弾性論による解析値を比較し，
地震で生じる地盤変動のばらつきを検討

仮定した断層モデルに基づく，くいちがいの弾性論による解析値に
地盤変動のばらつきを加味して重要施設の傾斜を評価

評価方法

評価方針と評価方法
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目的外使用禁止　東京電力株式会社

新潟県中越沖地震における地盤変動の解析概要

評価方針と評価方法

 解析方法： 多層媒質に対するWang et al. (2003)の方法

対象地盤を，等方で均質な多層の弾性体と仮定し，設定する

不連続面（すべり面）において変位量（くいちがい量）を与

えた時の弾性体の変形を解析する手法

 解析モデル： 国土地理院より報告されている「平成19年(2007年)新潟県

中越沖地震」の震源断層モデル（以降，国土地理院モデル）

　上述する解析条件による当社の解析結果が，国土地理院より提供された解析

結果と一致することを確認し，これ以降の検討を実施。
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目的外使用禁止　東京電力株式会社

新潟県中越沖地震を対象としたくいちがいの弾性論による敷地周辺の
地殻変動量（国土地理院モデル）

評価方針と評価方法

原子炉建屋の位置および建屋測点位置

コンタ間隔2cm
　　　　　隆起
　　　　　±０
　　　　　沈降

コンタ間隔2cm
　　　　　隆起
　　　　　±０
　　　　　沈降

#1
#2
#3

#4

#7
#6
#5

建屋測点位置における地盤変動量の
解析値を抽出

建屋水準測量の実測値

比較
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目的外使用禁止　東京電力株式会社

0

50

100

150

0 50 100
地盤鉛直変動量　解析値（mm）

地
盤
鉛
直
変
動
量
　
実
測
値
(m
m
)

y=x+56.8

評価方針と評価方法

新潟県中越沖地震を対象としたくいちがいの弾性論による解析値と実測値の関係

建屋端点位置における
解析値と実測値の比較

■地盤変動量の実測値は，解析値と比較して50mm程度大きい。これは，地盤変動量が“０”となる位置が，実測と解析

で異なること等の影響によるものと考えられる。

■ただし建屋傾斜の算定に問題となる敷地の全体的な傾斜の観点では，解析値と実測値の関係が概ね45度線上にあ

り，全体的なトレンドとしては概ね整合している。

敷地の全体的な傾斜のトレンドについては，解析値と実測値が概ね整合

回
帰
直
線

56.8mm

モデルスケールに比べるとわずかであ
るが平面的に実測と解析がずれている。

±0cm

地震前後の変動がない
一等水準点

#5
#6
#7
#4
#3
#2
#1
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目的外使用禁止　東京電力株式会社

0

2

4

6

8

10

12

回帰直線からの差

度
数

0 10-10-20 -20

新潟県中越沖地震を対象としたくいちがいの弾性論による解析値と実測値の関係

0

1

2

3

4

5

6

7

8

回帰直線からの差

度
数

0 10-10-20 -20

標準偏差：6.7

0

1

2

3

4

5

6

7

8

回帰直線からの差

度
数

0 10-10-20 -20

標準偏差：8.0

荒浜側（１－４号機）

大湊側（５－７号機）

回帰直線からの差のヒストグラム（全体）
＊回帰直線からの差：　（実測値－ｙ切片）－解析値

標準偏差σ8.8mm

標準偏差σ8.0mm

標準偏差σ6.7mm

 局所的な地盤変動量のばらつきは概ね正
規分布している。

 解析による絶対値が大きくなっても，ば
らつきが大きくなる傾向はない。

評価方針と評価方法

１号機 2.4

２号機 3.3
３号機 1.7
４号機 7.4

５号機 7.7
６号機 3.2
７号機 6.7

単一号機を対象にした場合の標準偏差
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地震に伴う地盤変動に対する建屋傾斜の検討方針

① 各震源断層のモデルに応じたくいちがいの弾
性論に基づく建屋４隅の鉛直変動量を計算

現在の建屋の傾斜（実測値）

② 中越沖地震のデータに基づいた地盤変動のば
らつき（標準偏差σ：8.8mm）を考慮し，
各々の辺の最大傾斜を計算

評価方針と評価方法

12

3 4
N

12

3 4
N

建屋

δ1δ2

δ3 δ4

12

3 4
N

12

3 4
N

δ1

δ3±σ δ4

δ2±σ δ1±σδ1±σ

δ4±σ

 最大傾斜＝（｜δ1－δ2｜＋２σ）/ L
L

検討した断層モデル

 Ｆ－Ｂ断層（３６ｋｍ）

 長岡平野西縁断層帯（９１ｋｍ，傾斜角５０°）

 長岡平野西縁断層帯（９１ｋｍ，傾斜角３５°）

　（参考）新潟県中越沖地震国土地理院拡張モデル＊　

＊地盤変動による傾斜をより大きめにみ
るため，中越沖地震を対象とした国土地
理院モデルをＳｓ相当に拡張（ 断層長
さ比例：36/27倍）したもの

Ｓｓ発生時の建屋の傾斜変化量を算定し，現在の傾斜
を加算して，Ｓｓ発生時の建屋の傾斜を評価

＜Ｓｓ発生時の建屋の傾斜変化量の算定＞
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目的外使用禁止　東京電力株式会社

原子炉建屋の傾斜による建屋影響検討

基礎上の転倒モーメント＝Σmi×ei

①基礎傾斜1/1,000の場合　：　3.54×104kNm

②基礎傾斜1/2,000の場合　：　1.77×104kNm

１．傾斜によって生じる基礎上（TMSL-8.2m）

　　の転倒モーメントの算定結果
e1

e2 m1

m2

1/1000～1/2000

基礎上の転倒
モーメント

mi：　中越沖地震時の建屋質点重量
ei：　 偏芯距離

　建屋応答に最も影響する基礎において，建屋が傾斜することにより生じる転倒

モーメントを算定し，建屋の安定性・健全性に及ぼす影響を７号機を例に検討。

（再掲・一部追記再構成）
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目的外使用禁止　東京電力株式会社

原子炉建屋の傾斜による建屋影響検討

　　　・静的地震力（３Ci）：　1.47×107kNm　

　　　・設計用地震力　　 ：　1.82×107kNm

建屋の傾斜が1/1,000～1/2,000程度の場合に発生する転倒モーメントは，

設計時に想定した曲げモーメントの0.2％程度と非常に小さいことから，建屋

の安定性・健全性には問題とならない

（＊　工認図書記載の数値をＳＩ単位系に変換）

２．設計時に想定した基礎上（TMSL-8.2m）における曲げモーメント* （EW方向）

３．傾斜に伴う転倒モーメントの設計時の曲げモーメントに対する割合

0.10%0.12%1/2000の傾斜

0.19%0.24%1/1000の傾斜

設計用地震力を

想定する場合

静的地震力を

想定する場合

（再掲・一部追記再構成）
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目的外使用禁止　東京電力株式会社

建屋傾斜による機器への影響について

建屋傾斜の目安値（1/1000 ～ 1/2000：建築基礎構造設計指針）
の範囲では、荷重の変化等は0.1%程度あり、当該目安値で管理する
ことにより機器・配管系の健全性は確保できる

・制御棒挿入性

制御棒と燃料集合体
は同一方向に傾斜す
るとともに、当該の
傾斜量では燃料集合
体の相対変位が生じ
ないため、挿入性へ
の影響はない。

・タービン

アライメント調整が可能で
あり、水平度の確認を行っ
ているため、健全性に影響
はない。

・容器基礎

基礎部の荷重の変化
は無視できるほど小
さい。

・ポンプ

基礎部への影響は無視できるとともに、軸受荷重への影響も無視できる。

・配管および弁

従来から、弁・配管は様々な方向に設置されており傾斜の影響はない。

（再掲・一部追記再構成）
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★　津波に対する安全性評価について



目的外使用禁止　東京電力株式会社 109

1. 津波評価方針

2. 津波の想定及び数値シミュレーション

　2.1　日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討（再掲）

　2.2　海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討（再掲）

3. 津波に対する安全性評価

　3.1　津波による水位上昇及び水位低下に対する安全性

　3.2　取水施設の水理特性による水位変動への影響評価

4. 二次的な影響に対する評価（再掲）

5. 評価のまとめ

　目　次
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1. 津波評価方針

2. 津波の想定及び数値シミュレーション

　2.1　日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討（再掲）

　2.2　海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討（再掲）

3. 津波に対する安全性評価

　3.1　津波による水位上昇及び水位低下に対する安全性

　3.2　取水施設の水理特性による水位変動への影響評価

4. 二次的な影響に対する評価（再掲）

5. 評価のまとめ

　目　次
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６号機に対する評価

１．津波評価方針

　津波評価フロー
文献調査等による
対象津波の抽出

痕跡高の吟味

断層モデルの設定

数値計算

再現性

断層モデル，
計算条件見直し

No

海域活断層調査等による
対象津波の抽出

断層モデルの設定

数値計算

津波水位の評価（取水口前面における水位）

海域活断層に想定される
地震による津波の評価

津波に対する安全性評価 二次的な影響に対する評価

基準断層モデルの設定

パラメータスタディの
範囲の設定

数値計算

取水路内の水位変動
に対する評価

砂移動による
冷却水取水への影響評価

日本海東縁部に想定される
地震による津波の評価

全
号
機
に
対
す
る
評
価

第23回合同WG
でご説明済み

今回ご説明
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1. 津波評価方針

2. 津波の想定及び数値シミュレーション

　2.1　日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討（再掲）

　2.2　海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討（再掲）

3. 津波に対する安全性評価

　3.1　津波による水位上昇及び水位低下に対する安全性

　3.2　取水施設の水理特性による水位変動への影響評価

4. 二次的な影響に対する評価（再掲）

5. 評価のまとめ

　目　次
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２.1　日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討

日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の評価方針

 土木学会(2002)に示される日本海東縁部に想定される地震の基準断層モデルによるパラメータスタディ
を実施

 地点への影響を考慮して，土木学会(2002)に示される地震活動域のうち，新潟～山形沖の領域を対象

 モーメントマグニチュード（Mw）は1993年北海道南西沖地震の津波を再現するモデルのMw7.84を下
回らないようMw＝7.85に設定

 パラメータスタディは概略検討用の計算格子モデル（最小計算格子＝40m）により実施し，抽出した最
高水位，最低水位を示すモデルについてのみ本検討用の計算格子モデル（最小計算格子＝10m）による
数値シミュレーションを実施する

断層設定領域
（新潟～山形沖の領域）

Mw

断層

長

L(km)

断層

幅

W(km)

すべり
量

D(m)

断層上
縁深さ

d(km)

走向

θ(°)

傾斜
角

δ(°)

すべり

角

λ(°)

高角モデル 7.85 131.1 17.3 9.44 0 20･200 60 90

低角モデル 7.85 131.1 30.0 5.45 0 20･200 30 90日本海東縁部の地震活動域
（土木学会(2002) ）

日本海東縁部に想定される地震の基準断層モデル諸元

①基準断層モデルの設定

基本断層モデル設定

概略パラメータスタディ

詳細パラメータスタディ

日本海東縁部の想定津波評価フロー

（再掲）

合同W23-2-1　P13



目的外使用禁止　東京電力株式会社 114

2.1　日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討

断層長

L(km)

断層幅

W(km)

すべり量

D(m)

断層上縁深さ

d(km)

走向

θ(°)

傾斜角

δ(°)

すべり角

λ(°)

最大水位上昇量モデル 131.1 17.3 9.44 2.5 10 60 90

最大水位下降量モデル 131.1 17.3 9.44 2.5 190 60 90

最大水位上昇量，最大水位下降量を示す断層モデル

プラント 最大水位上昇量 最大水位下降量

1号機 +2.76 -3.05

2号機 +2.73 -2.95

3号機 +2.70 -2.85

4号機 +2.68 -2.81

5号機 +2.57 -2.60

6号機 +2.54 -2.60

7号機 +2.46 -2.54

②数値シミュレーション結果
　詳細パラメータスタディで抽出した最大水位上昇量，最大水位下降量を示す断層モデルと

　数値シミュレーション結果は以下のとおり

日本海東縁部の想定津波による水位（取水口前面）

（単位：m）

（再掲・再構成）

合同W23-2-1　P15，16

最大水位上昇量を示す
モデル

柏崎刈羽原子力発電所

最大水位下降量を示す
モデル

柏崎刈羽原子力発電所

最大水位上昇量ﾓﾃﾞﾙ 最大水位下降量ﾓﾃﾞﾙ
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2.1　日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討

②数値シミュレーション結果

最大水位上昇量分布図 最大水位下降量分布図

1号機 3号機2号機 4号機1号機 3号機2号機 4号機 5号機6号機7号機 5号機6号機7号機

（再掲）

合同W23-2-1　P17
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1. 津波評価方針

2. 津波の想定及び数値シミュレーション

　2.1　日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討（再掲）

　2.2　海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討（再掲）

3. 津波に対する安全性評価

　3.1　津波による水位上昇及び水位低下に対する安全性

　3.2　取水施設の水理特性による水位変動への影響評価

4. 二次的な影響に対する評価（再掲）

5. 評価のまとめ

　目　次
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2.2　海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

海域活断層に想定される地震に伴う津波の評価方針
2007年7月16日の新潟県中越沖地震発生後，発電所敷地前面海域において海上音波探査および海底地
形調査などを実施した結果と，既往の調査結果（他機関の調査結果を含む）を基に敷地前面海域におけ
る海域活断層を再評価

敷地周辺において地震動評価において考慮するべき海域活断層について数値シミュレーションを実施

土木学会(2002)の方法によりすべり量が一様な矩形断層モデルを適用

海域活断層の基準断層モデル諸元

断層

長

L(km)

断層

幅

W(km)

すべり

量

D(m)

断層上
縁深さ

d(km)

走向

θ(°)

傾斜角

δ(°)

すべり

角

λ(°)

佐渡島棚東縁断層 37 18.3 2.52 0 209 55 90

F-B断層 36 24.0 1.72 0 39 35 90

佐渡島南方断層 29 19.3 1.70 0 0 45 62

F-D断層＋高田沖断
層*1） 55 26.2 2.62 0 55 35 96

長岡平野西縁断層帯
*2） （δ＝35°）

91 26.2 4.34 0 187 35 72

長岡平野西縁断層帯
*2）（δ＝50°）

91 19.6 5.80 0 187 50 72

長
岡

平
野

西
縁

断
層

帯

F-D断
層

＋
高

田
沖

断
層

*1)：F-D断層＋高田沖断層：F-D断層と高田沖断層について安全評価上，同時
活動を考慮したもの

*2)：長岡平野西縁断層帯：角田・弥彦断層，気比ノ宮断層，および片貝断層の
３つの断層について，安全評価上，同時活動を考慮したもの

基準断層モデル

海域活断層分布図

（再掲）

合同W23-2-1　P19
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2.2　海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

海域活断層モデルの数値シミュレーション結果

プラ

ント

佐渡島棚東縁断層 F-B断層 佐渡島南方断層 F-D断層+高田沖断層
長岡平野西縁断層帯

（δ＝35°）

長岡平野西縁断層帯

（δ＝50°）

最大水位

上昇量

最大水位

下降量

最大水位

上昇量

最大水位

下降量

最大水位

上昇量

最大水位

下降量

最大水位

上昇量

最大水位

下降量

最大水位

上昇量

最大水位

下降量

最大水位

上昇量

最大水位

下降量

1号機 +1.57 -1.39 +1.33 -2.35 +1.17 -1.05 +1.41 -1.69 +0.60 -3.48 +1.28 -3.32

2号機 +1.47 -1.34 +1.24 -2.26 +1.07 -1.03 +1.36 -1.63 +0.57 -3.45 +1.25 -3.23

3号機 +1.44 -1.31 +1.18 -2.15 +0.99 -0.97 +1.32 -1.51 +0.55 -3.42 +1.19 -3.15

4号機 +1.45 -1.28 +1.15 -2.09 +0.94 -0.98 +1.29 -1.44 +0.53 -3.39 +1.15 -3.11

5号機 +1.11 -1.15 +1.08 -2.10 +0.82 -0.88 +1.42 -1.11 +0.47 -3.31 +1.04 -3.07

6号機 +1.06 -1.15 +1.05 -2.10 +0.79 -0.88 +1.39 -1.12 +0.47 -3.27 +1.04 -3.05

7号機 +1.07 -1.09 +1.01 -2.05 +0.74 -0.84 +1.35 -1.10 +0.45 -3.21 +1.03 -3.01

海域活断層による取水口前面における水位（赤字：各号機の最大）
（単位：m）

海域活断層による津波水位のうち，最大水位上昇量は日本海東縁部の津波水位を下回る

海域活断層による津波水位のうち，最大水位下降量は日本海東縁部の津波水位を上回る

（再掲・一部追記）

合同W23-2-1　P20
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2.2　海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

海域活断層モデルの数値シミュレーション結果

最大水位上昇量分布図（1～4号機）

－　佐渡島棚東縁断層　－

最大水位上昇量分布図（5～7号機）

－　F-D断層＋高田沖断層　－

最大水位下降量分布図

－　長岡平野西縁断層帯(δ=35°)　－

1号機 3号機2号機 4号機 5号機6号機7号機 1号機 3号機2号機 4号機 1号機 3号機2号機 4号機5号機6号機7号機 5号機6号機7号機

（再掲）

合同W23-2-1　P21
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1. 津波評価方針

2. 津波の想定及び数値シミュレーション

　2.1　日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討（再掲）

　2.2　海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討（再掲）

3. 津波に対する安全性評価

　3.1　津波による水位上昇及び水位低下に対する安全性

　3.2　取水施設の水理特性による水位変動への影響評価

4. 二次的な影響に対する評価（再掲）

5. 評価のまとめ

　目　次
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3.1　津波の上昇水位及び下降水位に対する安全性

取水口前面における津波水位

最大水位上昇量は，日本海東縁部の想定津波による+2.76m～+2.46mであり，朔望
平均満潮位（H.W.L.=T.M.S.L.+0.48m）を考慮すると，評価用の最高水位は
T.M.S.L.+3.3m～+3.0m程度

　⇒原子炉建屋等の重要施設の設置レベル（１～4号機： T.M.S.L. +5.0m，5～7号機：
　T.M.S.L. +12.0m）まで到達しない

最大水位下降量は，海域活断層のうち長岡平野西縁断層帯（δ=35°）による津波
の-3.48m～-3.21mであり，朔望平均干潮位（L.W.L.=T.M.S.L.-0.02m）を考慮す
ると，評価用の最低水位はT.M.S.L.-3.5m～-3.3m程度

　⇒原子炉補機冷却海水ポンプの設計最低水位（ T.M.S.L. -5.24m～-4.22m）を下回
　らず，原子炉補機冷却系の海水を取水することは可能

日本海東縁部 海域活断層

最高水位
T.M.S.L.+3.3m～+3.0m

（6号機：T.M.S.L.+3.1m）

T.M.S.L+2.1m～+1.9m

（6号機：T.M.S.L.+1.9m）

最低水位
T.M.S.L-3.1m～-2.6m

（6号機：T.M.S.L.-2.7m）

T.M.S.L-3.5m～-3.3m

（6号機：T.M.S.L.-3.3m）

（再掲・一部追記）

合同W23-2-1　P23
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1. 津波評価方針

2. 津波の想定及び数値シミュレーション

　2.1　日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討（再掲）

　2.2　海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討（再掲）

3. 津波に対する安全性評価

　3.1　津波による水位上昇及び水位低下に対する安全性

　3.2　取水施設の水理特性による水位変動への影響評価

4. 二次的な影響に対する評価（再掲）

5. 評価のまとめ

　目　次



目的外使用禁止　東京電力株式会社 123

3.2　取水設備の水理特性による水位変動の影響評価

６号機の取水口前面における津波による水位時刻歴を入力値として，取水路の水理特性を考慮した
応答解析を実施し，原子炉補機冷却海水ポンプの取水への影響を検討

対象津波は，取水口前面において最低水位を示す長岡平野西縁断層帯(δ＝35°)による想定津波

項　目 計算条件

計算領域
取水口～スクリーン室～取水路～取水ピット
取水路分岐～補機取水路

計算時間間隔 0.005sec

基礎方程式 非定常管路及び開水路流れの連続式及び運動方程式

取水量
循環水ポンプ(CWP)：停止
原子炉補機冷却海水ポンプ(RSW)：1,800（㎥/h/台）×6台
タービン補機冷却海水ポンプ(TSW)：2,800（㎥/h/台）×3台

摩擦損失係数
（マニングの礎度係数）

マニングの粗度係数（n=0.02m-1/3s)

局所損失係数 電力土木技術協会(1995)，千秋(1967)，及び土木学会(1999)による

貝の付着代 貝代10cmを考慮

初期水位 下降側：L.W.L.(=T.M.S.L.-0.02m）

計算時間間隔 断層変位後４時間

水位変動の解析条件
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3.2　取水設備の水理特性による水位変動の影響評価

原子炉補機冷却海水ポンプ

海水ポンプ室内の最低水位は，
T.M.S.L-3.4mであり，補機冷却
海水ポンプの取水に影響はない

取水設備の断面図（Ａ－Ａ’断面）

取水設備の平面図

←補機海水
　ポンプ室

←補機海水
　ポンプ室

←循環水
　ポンプ室

▽T.M.S.L+3.5m

補機冷却
海水ポンプ室

Ａ Ａ’

Ａ
Ａ’

原子炉補機冷却海水ポンプ電動機 応　答

取水口前面における津波水位変動

-3.3m

T
.M

.S
.L

(m
)

補機冷却海水ポンプ室における津波水位変動

-3.4m

T
.M

.S
.L

(m
)

ポンプ吸込み可能レベル
▽T.M.S.L.-5.24m

▽津波による最低水位（T.M.S.L.-3.3m）

入　力
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1. 津波評価方針

2. 津波の想定及び数値シミュレーション

　2.1　日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討（再掲）

　2.2　海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討（再掲）

3. 津波に対する安全性評価

　3.1　津波による水位上昇及び水位低下に対する安全性

　3.2　取水施設の水理特性による水位変動への影響評価

4. 二次的な影響に対する評価（再掲）

5. 評価のまとめ

　目　次
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４．二次的な影響に対する評価（砂移動）

敷
地
周
辺
の
海
底
地
形
変
化
量
（
地
震
発
生
後
４
時
間
）

津波による砂移動の取水への影響について検討を実施
数値シミュレーションは，藤井ほか(1998) ，及び高橋ほか(1999)の手法による
いずれの手法も浮遊砂濃度の上限値を1%に設定
対象津波は，取水口前面において最高水位を示す日本海東縁部の想定津波と，最低水位を示す長岡平野西
縁断層帯(δ＝35°)による想定津波

⇒取水口前面の堆砂量は最大でも約30cmであり，原子炉補機冷却海水ポンプの取水は可能

最
高
水
位
ケ
ー
ス

（
日
本
海
東
縁
部
の
想
定
津
波
）

最
低
水
位
ケ
ー
ス

（
長
岡
平
野
西
縁
断
層
帯
δ=

35
度
）

藤井ほか(1998) 高橋ほか(1999)

藤井ほか(1998) 高橋ほか(1999)

1号機 2号機 3号機 4号機 7号機 6号機 5号機 1号機 2号機 3号機 4号機 7号機 6号機 5号機

1号機 2号機 3号機 4号機 7号機 6号機 5号機1号機 2号機 3号機 4号機 7号機 6号機 5号機

（再掲）

合同W23-2-1　P28
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【最大堆積量分布図】

取水口前面における津波水位と海底面の変動：最高水位ケース

－　高橋ほか(1999)のモデル，Cmax＝1.0%　－
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1号機 2号機 3号機 4号機 7号機 6号機 5号機

⇒取水口前面では常に水深が3m程度以上確保されており，取水への影響はない

左図の青線(水位)と赤線(海底面)の差
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1号機 2号機 3号機 4号機 7号機 6号機 5号機
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【最大堆積量分布図】

取水口前面における津波水位と海底面の変動：最低水位ケース

－　高橋ほか(1999)のモデル，Cmax＝1.0%　－

6号機取水口前面 6号機取水口前面

左図の青線(水位)と赤線(海底面)の差

（再掲・再構成）

合同W24-1-3　P18，P19４．二次的な影響に対する評価（砂移動）



目的外使用禁止　東京電力株式会社 128

1. 津波評価方針

2. 津波の想定及び数値シミュレーション

　2.1　日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討（再掲）

　2.2　海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討（再掲）

3. 津波に対する安全性評価

　3.1　津波による上昇水位及び下降水位に対する安全性

　3.2　取水施設の水理特性による水位変動への影響評価

4. 二次的な影響に対する評価（再掲）

5. 評価のまとめ

　目　次
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５．評価のまとめ

想定津波による上昇水位，及び下降水位に対して検討し，柏崎刈羽原子力発電

所6号機の安全性に問題とならないことを確認した（第22回合同WGにてご説

明済み）。また，取水設備については，水理特性による水位変動への影響も検

討し，原子炉施設の安全性に問題とならないことを確認した。
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津波波形の代表例として，最低水位ケースの長岡平野西縁断層帯(35°)による津波波形とフーリエスペ
クトルを以下に示す。

津波の主要な周期は約10数分～約30分である。

（参考）６号機取水路の固有周期によるポンプ室水位への影響について（１）

A

B

水位時刻歴波形抽出ポイント
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KK  P-16  最大0.48m(24分)  最小-3.23m(41分)  地震時変位0.883m
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６号機取水路の周期特性を調べるため，各周期帯で概ね一様なエネルギーを持つ擬似水位波形を作成し
て取水口前面の入力値とし，取水路内の応答計算を実施した。

取水口前面とポンプ室それぞれの水位波形をフーリエスペクトル解析し，両者の比を取った結果による
と，取水路には0.2分付近及び1分付近に卓越周期があると考えられる。

一方，津波の主要な周期は約10数分～約30分であり，取水路の卓越周期とは一致しないことから，取
水路の周期特性による水位増幅への影響はないものと考えられる。

（参考）６号機取水路の固有周期によるポンプ室水位への影響について（２）
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【6号機取水口前面の擬似水位波形とポンプ室の応答波形】

フーリエスペクトル解析

取水路の卓越周期 津波の主要な周期
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（参考）取水口前面における水位時刻歴

最大水位上昇量分布図

　水位時刻歴抽出箇所

最高水位ケースの取水口前面の水位時刻歴※

－　日本海東縁部の想定津波　－

※朔望平均潮位，地震時変位（地震時の地盤変動量）を除いた値

　水位時刻歴抽出箇所

最大水位下降量分布図

最低水位ケースの取水口前面の水位時刻歴※

－　長岡平野断層帯(δ=35°)による想定津波　－

（再掲・再構成）

合同W24-1-3　P32，P33
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（参考）砂移動に係る検討（浮遊砂上限濃度＝5%）

最
高
水
位
ケ
ー
ス

（
日
本
海
東
縁
部
の
想
定
津
波
）

藤井ほか(1998) 高橋ほか(1999)

最
低
水
位
ケ
ー
ス

（
長
岡
平
野
西
縁
断
層
帯
δ=

35
度
）

藤井ほか(1998) 高橋ほか(1999)

敷
地
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の
海
底
地
形
変
化
量
（
地
震
発
生
後
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間
）

1号機 2号機 3号機 4号機 7号機 6号機 5号機 1号機 2号機 3号機 4号機 7号機 6号機 5号機

1号機 2号機 3号機 4号機 7号機 6号機 5号機 1号機 2号機 3号機 4号機 7号機 6号機 5号機

（再掲）

合同W23-2-1　P36
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（参考）砂移動に係る検討（浮遊砂上限濃度＝5%）

5号機6号機7号機

6号機取水口前面 6号機取水口前面

取水口前面における津波水位と海底面の変動：最低水位ケース　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（高橋ほか(1999)のモデル）

（再掲・再構成）

合同W23-2-1　P38




